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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[93,834円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.41人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [3.5%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [21.6%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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【財政力（財政力指数）】
　財政力指数は平成18年度以降0.9台で推移し、平成20年度は0.94となり、類似団体平均を0.10
上回った。指標は、類似団体平均や京都府市町村平均より自主財源が豊かなことを示している
が、本市の基幹収入である市税は、長引く景気の低迷による法人市民税の減少や団塊の世代
の大量退職等による個人市民税の減少が見込まれる。このため、市税の収納率向上や活力あ
るまちづくりの推進等による税収の確保に努める。

【財政構造の弾力性（経常収支比率）】
　平成19年度から1.1ポイント改善し99.8%となったが、類似団体平均を5.9ポイント上回った。これ
は、臨時的な支出や普通建設事業費に使える一般財源の割合が類似団体より低いことを示して
おり、財政が硬直化している状態にある。このため、「長岡京市行財政改革アクションプラン（延
長版）」の着実な実行により歳入歳出両面からの財政健全化に努める。

【人件費・物件費等の状況（人口１人当たり人件費・物件費等決算額）】
　類似団体平均より4,206円、平成19年度より2,381円それぞれ下回っている。今後も人件費（退
職手当を除く）は減少する見込みで、一部は物件費（委託料）に振り替わるが、総額を抑制する。

【給与水準（国との比較）（ラスパイレス指数）】
　これまでの給与の適正化に向けた取り組みと、平成18年度に実施した給与構造改革により給
与水準は着実に低下を続けている。しかしながら前年度のラスパイレス指数（平成20年度97.0）
と比較すると1.５ポイント上回っている。これについては、経験年数階層の変動による上昇（1.4ポ
イントの増）が主要な原因である。類似団体で比較すると平均値(98.7)を0.2ポイント下回り、類似
団体56団体中24番目となり平均よりわずかに下回る結果となった。今後とも他市や類似団体の
動向を踏まえた上で、給与の適正化に努める。

【将来負担の状況（将来負担比率）】
　平成20年度の将来負担比率は、21.6%で基金残高の減少等により平成19年度より9.5ポイント
上昇したが、類似団体平均や京都府市町村平均を大きく下回っており、将来負担額は少ない。
今後は、学校施設耐震化や阪急新駅等の事業により地方債残高は増加する見込みであるが、
事業の効率的な執行により発行額を抑える。

【公債費負担の状況（実質公債費比率）】
　平成19年度からの算定方法の見直し（公債費に充当した都市計画税を控除）により、実質公債
費比率は大きく低下し、平成20年度は3.5%となった。類似団体平均を下回っており、公債費等の
負担は少ない。今後も事業の重点化や適正な償還期間の設定等により公債費負担の平準化を
図る。

【定員管理の状況（人口1，000人当たり職員数）】
　第二次定員管理計画（平成17～21年度）の着実な遂行により、目標値「職員数50名の削減
（8％減）」を2名上回る52名の削減（8.3％減）ができ、計画を達成したところである。人口千人当た
りの職員数についても、平成19年度の6.59人から6.41人に減り、類似団体平均は0.23人上回るも
のの、全国市町村平均を1.05人、京都府市町村平均を1.77人下回る結果となっている。
　これらは、組織のフラット化による中間管理職層の削減、指定管理者制度等の外部委託の推
進、嘱託職員・再任用職員の活用などによるものである。
　今後は、都道府県から市町村への権限移譲など地域主権改革による影響を見定めながら、第
二次定員管理計画延長版（平成22～23年度）に定める職員数4名の削減（0.7％減）の目標達成
を目指し、引き続き、現業職員の退職者不補充、業務の見直しによる再任用職員・嘱託職員等
の活用、組織機構の見直しなどに取り組んでいく。


